Ⅱ　弱毒型　（Ⅰ）県内未発生期
Ⅱ　弱毒型　（Ⅰ）圏内未発生期

Ⅱ　弱毒型

　弱毒型も、新型ウイルスによるものなので殆どの人に免疫が無く、感染力は通常の季節性インフルエンザより強いが、病原性は概ね季節性のインフルエンザ並みで、大抵の人は罹患しても軽症で済む。ただし、妊婦や乳幼児、高齢者、基礎疾患のある者等は重症化するおそれがあり、子どもの場合、季節性のインフルエンザと同様に脳症に至ることもあるので、注意が必要である。
　そのため本市（町村）としては、弱毒型についても総合的な対策を重点的に実施し、住民の健康被害や社会経済への影響を最小限に止める。また、強毒型の場合と同様に、対策の企画・実施に必要な情報を、あらゆるルートから迅速・的確に収集するとともに、関係情報は住民や事業者に積極的に提供し、注意を喚起して適切な対応を促すこととする。
　しかし、弱毒型は病原性が比較的弱いことから、感染拡大防止等のための社会的な活動制限や特別に限定した形の医療対応については、そうした対応が及ぼす社会的・経済的な影響や医療体制への負荷等を勘案して、やや慎重に考える必要がある。また、強毒型に比べると社会経済への影響も少ないと思われるので、事業者等に特別な対応を求める必要性も低くなる。
　従って弱毒型の場合、強毒型対応で定めた対策の柱のうち対策の実施体制、情報収集、情報提供については、強毒型の場合とほぼ同様の対応となるが、感染予防・まん延防止、医療の提供、社会・経済機能の維持については、強毒型の場合と若干異なる対応をすることになる。以下では、この３分野について、弱毒型に対する本市（町村）の対応を整理する。
　なお、その対応内容は、強毒型の場合ほど発生段階によって細かく変化しないので、圏内未発生期（強毒型の場合の未発生期、海外発生期及び国内発生期）と圏内流行期（強毒型の場合の圏内発生期、大規模流行期及び小康期）の２段階に大別して記述する。
（Ⅰ）  圏 内 未 発 生 期

（圏内で新型インフルエンザが発生していない状態）
１　感染予防・まん延防止  
（１）方針
感染が疑われる者の健康観察や疫学調査に協力するとともに、住民や事業者に発生国への渡航自粛等を促す。また、集団感染が発生しやすい学校や福祉施設、集客施設等における警戒や準備を強化する。
（２）感染が疑われる者への対応

ア　海外発生期

海外で新型インフルエンザが発生すると、それが弱毒型であっても、発生国からの入（帰）国者等に対する検疫は強化され、発生初期においては、強毒型の新型インフルエンザと同様に隔離・停留の措置が行われる。
県は、その濃厚接触者等について、外出の自粛及び発症時の連絡を指導した上で、一定期間の健康観察を実施するので、本市（町村）としても、それについて協力を求められたときは、健康福祉課が窓口となって調整を行い、積極的に対応する。
イ　国内発生期
国内で患者が発生するようになると、検疫体制は順次縮小されて、検疫に伴う健康観察等の対象者は減少するが、県による健康観察や疫学調査の対象となる疑似症患者や濃厚接触者は、それ以外のルートで増加し、本市（町村）が協力を求められる機会も増えると予想されることから、引き続き健康福祉課が窓口となって調整を行い、要員を確保して必要な対応を行う。

（３）渡航自粛等
弱毒型の新型インフルエンザが海外で発生した場合、それに伴って外務省が渡航延期を勧告している国（以下｢渡航延期勧告国｣という。)の状況などについて、各課は、県等から正確な情報を収集した上で、各種広報媒体を通じてこれを住民に伝え、渡航延期勧告国への渡航の自粛を促すとともに、関係事業者等にも協力を呼びかける。具体的には、次のような対応を行う。
	担当部局
	対応

	各課

	・ホームページその他の各種広報媒体を通じて、渡航延期勧告国への旅行や出張の自粛を要請
・渡航延期勧告国との間の人の行き来を伴い、又は誘発する本市（町村）主催の交流事業、観光客誘致事業等は、原則として中止又は延期

	商工観光課
	・感染症危険情報、体調不良時の対応に関する情報等を複数言語に翻訳して、在留外国人等に配布


（４）学校等に係る対応
弱毒型も感染力は強毒型と大差ないため、集団感染の場となり易い学校や福祉施設、集客施設等で行うべき対応（臨時休業、感染防止措置等）は、基本的には強毒型の場合と同様となる。ただ、弱毒型は病原性が比較的弱く大抵の患者は軽症で済むので、それに応じて対応の程度は若干緩やかなものとする必要がある。
市（町村）立のそれらの施設においては、そうした認識の下、圏内発生時における適切な対応を確保するため、次のような点に留意しつつ、強毒型の場合に準じた準備を進めるものとする。市（町村）立以外の施設のうち、県の指導等により同様の対応が確保されにくい集客施設については、関係各課が、県や近隣市町村と連携して同様の対応を要請する。
①弱毒型といえども感染力は強毒型と変わらないので、感染拡大を防止するためには、利用者等に職場や家庭での注意事項（（Ⅰ）の５の（５）を参照）を周知し、状況に応じて適切な感染防止措置を実施する必要があること。特に、重症化するおそれのある人が多く利用する施設では、十分な対応が必要であること。
②弱毒型であっても、一時的に多くの職員が罹患して業務継続に困難を来すおそれはあるので、事業継続のための対応は考えておく必要があること。ただし、その程度は強毒型の場合ほどではないと予想されるので、過大な対応とならないよう留意する必要があること。
③学校の修学旅行や施設職員の出張等については、弱毒型が海外で発生して以降、原則として渡航延期勧告国に係るもののみ中止・自粛すればよいこと。ただし、それ以外でも、感染が急速に拡大している地域等への移動を伴うものについては、中止や自粛を検討する必要があること。
（５）その他の社会的対応
ア　イベント等
多くの人が集まるイベントや集会等も、感染拡大の契機となりかねないことから、強毒型の場合、県外で発生した段階で広域から集客するものは、開催を中止又は延期することとされる。弱毒型の場合、そうした一律の開催中止等までは求めないとしても、感染が急速に拡大している地域等から多くの人が参集するようなものについては、個別に中止等を検討する必要がある。
そうしたイベント等の関係課は、国内発生期以降、感染拡大を防止するため開催すべきでないと判断されるものについて、主催者として中止若しくは延期し、又は県と連携し主催者に対して同様の対応を要請する。
イ　交流事業等
発生地域との人の行き来を伴い、又は誘発する地域間交流事業や観光客誘致事業についても、渡航延期勧告国に係るもの以外は一律の中止等までは求めないとしても、やはり感染が急速に拡大している地域等に係るものについては再検討が必要であり、関係課は、国内発生期以降、状況によっては、事業主体として中止若しくは延期し、又は県と連携し事業者に対して同様の対応を要請する。
ウ　宿泊施設等
商工観光課は、弱毒型が国内で発生した後は、市（町村）内の旅館、ホテル等の宿泊施設に対して、宿泊客等の健康把握の強化と感染が疑われる場合の適切な対応を要請する。
２　医療の提供
新型インフルエンザは弱毒型であっても感染力は強いので、まん延時には多くの患者が発生すると思われ、それに対応できる医療体制を整備しておく必要があるのは、強毒型の場合と同じである。実際問題としては、どちらのタイプでも基本的な治療方法に違いはないこともあり、強毒型に向けた体制が整備される中で、弱毒型に対応できる体制も整えられていくので、圏内発生に備えて適切な医療提供の準備を進めている段階で行うべきことは、強毒型の場合とあまり変わらない。
健康福祉課は、県や医療機関等と連携して、自宅療養の支援体制やワクチンの接種体制の整備を推進し、市町村立病院においては、地域の中核病院として所定の役割を果たすべく、必要な準備を進めておく。
なお、弱毒型の場合、臨時医療所の設置が必要になる可能性は低いが、検討はしておくものとする。

３　社会・経済機能の維持
（１）事業者の対応

弱毒型の場合、社会経済に及ぼす影響は強毒型ほどではないと思われるが、感染力は強毒型と変わらず、多くの人が罹患すると予想される以上、影響が深刻化するおそれは多分にある。各事業者においては、従業員の感染を防止して必要な事業を継続することにより、社会・経済機能を維持して生活必需品の供給を確保し、住民生活に支障を生じさせないよう努めなければならない。
そのために事業者が実施すべき対応も、基本的には強毒型の場合と異なるものではないが、弱毒型は病原性が比較的弱いので強毒型の場合ほど厳しいものとする必要はない。各課は、そうした認識の下、県と連携し関係する事業者等に対して、１の（４）の①～③の点に留意しながら、圏内で発生した場合に適切な対応を行う準備を進めるよう要請する。
（２）市（町村）業務の維持

強毒型の場合に本市（町村）の業務を維持するために行うべき対応は、基本的には弱毒型でも実施する必要がある。
ただし、職員の出張禁止や旅行自粛、イベントの開催中止等については、弱毒型が海外で発生して以降、渡航延期勧告国に係るもののみを対象として行うのを原則とするが、それ以外でも、感染が急速に拡大している地域等へ(から)の移動を伴うものについては、個別に中止等を検討する。

また、弱毒型の場合、多くの人が死亡するような事態は想定されないので、火葬を円滑に行うための対策等を検討する必要はない。また、廃棄物が急増する事態も想定しにくいので、それについての対策も重点にはならない。
（３）住民生活の維持

生活必需品の確保や住民の生活支援等についても、対応が必要になる可能性はあるので、強毒型の場合と同様、準備はしておくものとする。
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